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７．地域保健医療対策の推進

（厚生労働省・総務省・財務省・文部科学省）

　急速な高齢化の進展、慢性疾患の増加等による疾病構造の変化、保健サー
ビスに対する地域住民のニーズの高度化や多様化等に対処するため、総合的
な地域保健医療対策を推進することが必要である。
　よって、国は次の事項を実現すること。

１．災害に備えた医療提供体制等
　病院の震災対策、水害対策等を早急に進めるとともに、老朽化による建
替えや改修に対し、十分な財政措置を講じること。特に、災害拠点病院及
び救命救急センターについては迅速に対策を行うこと。

２．医師等の人材確保

（１）医師確保対策の更なる推進のため、地域医療を担う医師の養成と地域

への定着に向けた方策を講じること。

また、新たな専門医制度については、医師の偏在を助長することなく、

地域医療を担う医師が十分確保される仕組みとすること。

（２）地方における医師不足は深刻化しているため、定員配置等の規制的手

法の導入や、過疎地域等での一定期間の勤務義務付けなど、医師の診療科

偏在・地域偏在を抜本的に解消する仕組みを早急に確立するとともに、地

域の実情に合った柔軟で実効ある需給調整の仕組みを構築すること。

（３）中山間地域・離島等のへき地における医療を確保するため、へき地等

で総合的な医療を提供する医師の養成・確保を図るとともに、へき地診

療所・へき地医療拠点病院の整備の促進・安定的な運営の確保等によ

り、地域の実情に応じたへき地保健医療対策を推進すること。

（４）看護師、助産師、保健師、栄養士、薬剤師等専門職の養成・確保を図

るとともに、就労環境の整備等を促進し、偏在の解消と地域への定着を
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実現すること。

（５）町村における公立・公的病院は、地域に欠くことのできない基幹的な

医療機関として、重要な役割を担っていることから、全国一律の基準で

分析されたデータに基づいた拙速な再編統合を強制しないこと。

３．自治体病院等への支援
（１）不採算部門を抱える自治体病院に対し、地域医療を確保し、経営の安

定化を図るため一層の財政支援措置を講じること。
また、病院事業に係る財政支援措置を見直す場合には、自治体病院の

運営に支障を来すことのないよう、十分配慮すること。
（２）消費税引上げに伴い医療機関の経営に影響が生じないよう、地域医療

確保の観点から、診療報酬や消費税の制度見直しなど、必要な対策を講
じること。

（３）医師標欠及び看護職員の配置基準に係る診療報酬の減額について、過
疎地域等の現状に鑑み緩和措置等を充実させること。

（４）医療介護総合確保方針に基づいて都道府県が事業を実施するに当たって
は、民間事業者の参入が少ない中山間地域等においては公的な医療機
関が地域医療を担っている現状を踏まえ、基金の配分に十分配慮する
こと。

（５）外国人患者による医療機関での未収金の発生予防や解消に向け、適切
な措置や支援を講じること。

４．救急医療・周産期医療の体制整備
　小児救急を始めとする救急医療体制及び周産期医療体制の体系的な整備
を推進するとともに、十分な財政支援を講じること。

５．在宅医療等の推進
（１）市町村が地域包括ケアシステムを構築する際には、在宅医療と介護の

連携強化を推進するため、国として必要な支援を講じること。
（２）在宅医療・訪問看護を推進するための基盤整備を進めるとともに、人

材の養成・確保を図ること。
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